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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、当社、当社の子会社及び関連会社（以下「当社グループ」）全体の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るために、外部環境
の変化に適切かつ迅速に対応する意思決定と業務執行のできる経営体制を構築するとともに、公正さと透明性の高い経営を実現していくにあた
り、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題として位置付けています。

また、医療用医薬品を提供する生命関連企業をグループ中核会社に持つ当社としては、高い倫理観の維持・向上を図るため、企業グループ全体
として、「なによりも健やかな暮らしのために」の共通の企業理念のもと、様々なステークホルダーに対して取るべき行動基準や各種社内規程に
則った企業活動を進めます。

（１）株主の権利・平等性の確保　

　当社は、議決権行使の環境整備に努め、株主の権利が実質的に確保されるよう適切な対応を行うとともに、少数株主や外国人株主についても
株主の権利の実質的平等性が確保されるよう努めます。

（２）株主以外のステークホルダーとの適切な協働

　当社は、「なによりも健やかな暮らしのために」という当社グループ共通の企業理念の実現並びに持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を
図るとともに、国連で採択された「持続可能な開発目標（SDGs）」の実現に貢献していくために、株主のみならず医療及びヘルスケア従事者、取引
先、社員、地域社会をはじめとする様々なステークホルダーとの適切な協働に努め、事業プロセスの中でも積極的に企業の社会的責任（ＣＳＲ）を
果たします。

（３）適切な情報開示と透明性の確保

　当社は、法令等に則り、一貫して信頼のおける会社情報を株主・投資家等資本市場参加者にタイムリーに開示し、すべての市場参加者が平等
に当社の開示情報を入手できるように努めます。会社情報においては、財務情報のみならず、経営戦略・経営課題、リスクやＥＳＧ情報等で有用
性の高い情報についても当社ホームページ・広報資料等を通じて積極的に開示し、適切で透明性の高い情報開示に努めます。

（４）取締役会等の責務

　当社の取締役会は、株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、当社グループの事業に精通している社内取締役による「自律」と当社グルー
プ全体の資源の最適配分の観点から客観性・独立性のある社外取締役による「他律」のバランスが取れた経営監視機能のもと、経営における効
率性と適法性を追求することで、外部環境の変化に適切に対応し、かつ迅速・果断に意思決定を行う「攻めのガバナンス」に取り組みます。また、
取締役会において監査役が適切な意見を述べる機会を確保するとともに、自由闊達で建設的な意見を尊ぶ社風の醸成に努め、監査役及び監査
役会に期待される「守りの機能」を強化します。

（５）株主との対話

　当社は、代表取締役社長、情報開示責任者が株主・投資家との対話に積極的に参加し、経営戦略や財務等の充実した情報の提供を行い、株
主・投資家と双方向の建設的なコミュニケーションに努めます。また、対話の結果を取締役会等へ報告し、株主等の意見を当社の経営に積極的に
活かします。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則2-4-1　中核人材の登用等における多様性の確保】

　中核人材の登用等における多様性の確保についての考え方、人財育成方針、社内環境整備方針及びその実施状況及び女性管理職比率目標
については、当社ホームページに公表していますので、ご参照ください。当社では、中途採用者管理職比率が過半数を占め、中途採用者管理職
については多様性が十分に進んでいると認識しているため、目標設定を行っていません。また、当社グループは日本と米国を主な事業活動地域
としておりますが、日本の主要子会社と米国の子会社においては管理職の定義が異なること等から、外国人管理職比率の目標設定を行っていま
せん。

https://www.sawaigroup.holdings/sustainability/human

【補充原則4-1-3　最高経営責任者等の後継者計画】

　2022年度に指名・報酬等ガバナンス委員会において、最高経営責任者（CEO）等の後継者計画（プラニング）の全体像を検討し、概要を整備しま
した。今後は、具体的な後継者候補の選定基準や育成プラン等を含むより具体的な計画を策定し、取締役会に答申する予定です。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4　政策保有株式】

　当社グループは、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るために、原材料の安定調達、資金調達、業務提携など経営戦略の一環とし
て、必要と判断する上場株式を保有することがあります。原則として、純投資目的で投資株式を保有することはありません。また、株式の政策保有
は戦略的提携の有効な一手段となりうるものと捉えております。当社グループが上場株式を保有する場合には、主要な政策保有株式について、



資本コストとの見合いも含め、保有目的にそった保有の合理性に関して毎年定期的に取締役会で検証を行い、合理的でないと判断した場合には
保有を縮減する方針にしています。

　議決権の行使に当たっては、各別の議案内容及びその背景等が異なるため、統一の行使基準は定めておりません。保有先企業との対話を実
施し、当該企業の経営方針や議案内容等の理解を深めることにより、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資するか否か
について議案毎に個別に検討した上で適切に議決権を行使します。

【原則1-7　関連当事者間の取引】

　当社は、取締役の競業取引並びに自己取引、利益相反取引の承認について、取締役会規則の中で決議事項として定めており、同時に当該決
議事項に特別の利害関係を有する取締役は議決に加わることができない旨定めています。また、一般株主の利益を害することのないよう、当社と
主要株主等との取引も取締役会の決議事項として定めています。さらには、これら関連当事者間の取引については、取締役会が関連法令に基づ
き適切な監視を実施しています。

【原則2-6　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、確定拠出年金を採用しておりますが、運用は受益者である従業員が行っているため、運用に関して当社と従業員の間に利益相反が生
じることは想定しておりません。一方、企業年金の運用は従業員の資産形成に影響を与えることから、グループ人事部に担当者を配置し教育等を
実施しています。また、当該担当者は運営管理機関から半年に1回、面談による運営状況の報告を受けています。運用商品の選定においては、
確定拠出年金法に定める金融商品から収益特性性質の異なるものを選定するとともに、運用商品を追加・変更する場合は事前に労働組合に対
する通知・相談等を行っています。

【原則3-1　情報開示の充実】

　(i) 当社の企業理念や経営戦略・経営計画（中期経営計画）については、当社ホームページにて公表しています。　

　　　https://www.sawaigroup.holdings/about/plan/　　

　(ii) 当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針については、本報告書「I.1.基本的な考え方」をご参照ください。

　(iii) 当社の取締役会が、経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続については、本報告書の『II.1.機関構成・組織運営

　　　 等に係る事項【取締役報酬関係】の「報酬の額又はその算定方法の決定方針の有無」』をご参照ください。

　(iv) 当社の取締役会が、会社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上を担う経営陣幹部の選任と取締役候補者の指名を行うに当たって

　　　 の方針は、指名・報酬等ガバナンス委員会からの助言・提言を十分に尊重しつつ、取締役会全体としての規模、バランス、多様性等を

　　　 考慮しながら、職務に相応しい豊富な経験と専門性、業績、高い見識と人格等を総合的に判断して決定します。その手続については、

　　　 「取締役会規則」及び「指名・報酬等ガバナンス委員会規程」において定めています。取締役を含めた経営陣幹部の解任に当たっての

　　　 方針は、指名・報酬等ガバナンス委員会からの助言・提言を十分に尊重しつつ、次の事項を総合的に考慮して決定します。

　　　　・　経営陣幹部の選任要件を満たさなくなった場合

　　　　・　法令・定款等違反その他会社の信用を毀損する行為を行った場合

　　　　・　心身喪失、その他健康上の理由により職務を遂行できない場合

　　　　・　善良な管理者の注意義務違反を行い、会社に多大な損失を与えた場合

　　　　また、その手続についても、「取締役会規則」及び「指名・報酬等ガバナンス委員会規程」において定めています。

　　　　監査役候補者の指名に当たっての方針は、業務執行者からの独立性の確保、公正不偏の態度の保持等、「監査役監査基準」に従い

　　　　決定します。その手続については、「監査役会規則」において定めています。

　(v) 上記（iv）を踏まえ、取締役・監査役候補者の指名を行う際の個々の選解任・指名についての説明は、「株主総会招集ご通知」に記載します。

【補充原則3-1-3　サステナビリティについての取組み等】　

　当社は、サステナビリティを重要な経営課題の１つと認識し、グループサステナビリティ委員会を設置し、グループ各社とサステナビリティについ
て協働で取り組んでおります。その取組状況及びESGに関するデータを当社及びグループ各社ホームページに掲載しています。また、人的資本や
知的財産への投資等については、中期経営計画において示しております。TCFDに基づく開示につきましては、当社ホームページに掲載しており
ます。

https://www.sawaigroup.holdings/sustainability/

https://www.sawaigroup.holdings/sustainability/tcfd/

【補充原則4-1-1　経営陣に対する委任の範囲の概要】

　取締役会は、法令・定款に定める事項のほか、経営上重要性が高いものとして取締役会規則に定める事項について判断・決定を行っています。
取締役会の重要な職務が、経営の監督であることに鑑み、当社では執行役員制度を採用し、取締役会の決定にそった業務の執行を執行役員に
委任しています。執行方針の協議・決定については、代表取締役会長、副会長、代表取締役社長及び執行役員を構成員とするグループ戦略会議
で行います。一定金額に満たない規模かつ重要性が低い案件については、効率性や機動性の観点から別途定めた「決裁基準表」に基づき執行し
ています。また、関係会社管理規程の整備により、当社グループ各社への権限委譲を進め、迅速かつ効率的な事業運営の実現を図ります。一方
で、当社グループ各社における機能ごとに統括役員又は担当役員を選任して当社グループ各社に対する指導を行わせるとともに、定期的に取締
役会にその状況を報告させることで、適切な監督機能の確保も図っています。さらには、グループガバナンス会議をはじめ、グループ各社からのメ
ンバーをも含む会議体を設置し、情報共有・協議・検討を行うほか、取締役会決議事項又は報告事項の事前審議を行う機能を持たせることによっ
て、グループ全体の経営の監督体制の強化も図っております。

【原則4-9　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、会社法が定める社外取締役の要件、並びに東京証券取引所が定める独立性基準を満たし、かつ、客観的観点から当社の持続的成長
と中長期的な企業価値向上に寄与するような助言と判断を行うことができる資質を備えた人物を独立社外取締役として3名選任しています。当該
独立社外取締役3名は、取締役会の機能の独立性、客観性及び透明性の向上並びに説明責任の強化を図るために設置した指名・報酬等ガバナ
ンス委員会の主要な構成員として務め、当社のガバナンスに関する重要事項の検討に当たって適切な関与・助言を行える人材を社外取締役とし
て選任しております。また、社外取締役の互選により、小原正敏氏を筆頭独立社外取締役に選定しております。筆頭独立社外取締役は、定期的
に社外取締役及び監査役会との会合を開催して連携を図るとともに、社外取締役以外の取締役（代表取締役を含む）との連絡・調整を行い、監督
機能の強化に当たって主導的な役割を果たしております。

【補充原則4-10-1　独立した指名委員会・報酬委員会】

　指名・報酬などのガバナンスに関する重要な事項を検討する委員会及びその構成員については、本報告書「II.　経営上の意思決定、執行及び監
督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況【任意の委員会】」をご参照ください。

【補充原則4-11-1　取締役会のバランス、多様性及び規模に関する考え方】

　当社の取締役会の定数については、企業規模や実質的な議論・意見交換を実現する観点から、員数の上限を12名と定めています。現在当社の
取締役会は5名の取締役で構成されており、うち3名が独立社外取締役です。取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性等の考
え方と、取締役の選任に関する方針・手続については、本報告書に記載の原則3-1-(iv)をご参照ください。他社での経営経験を有する独立社外取



締役の設置については、三津家正之氏に就任いただいています。各取締役の知識・経験・能力等を一覧化したスキルマトリックスについては、「株
主総会招集ご通知」等に記載します。

https://ssl4.eir-parts.net/doc/4887/announcement2/89410/00.pdf

【補充原則4-11-2　取締役・監査役の兼任状況】

　当社の取締役・監査役がその役割・責務を適切に果たせるために他の会社の役員の兼任については合理的な範囲に留めています。当社の取
締役・監査役の他の会社における役員の兼任状況については、「株主総会招集ご通知」に記載します。

【補充原則4-11-3　取締役会の実効性についての分析・評価】

　当社は、取締役会の実効性について分析・評価を定期的に行い、必要に応じて改善に取り組みます。2022年度の取締役会の

実効性評価の実施結果の概要は、以下のとおりです。

＜評価の実施方法＞

　・取締役及び監査役に対してアンケートによる自己評価形式を採用した。

　・評価項目は、コーポレートガバナンス・コードの第４章“取締役会等の責務”に定める14原則及び23補充原則について、

　　プライム市場上場会社に求められる水準を標準として当社の現状を評価した。

　・外部評価機関による当社のガバナンス評価スコアも分析及び評価に活用した。

　・評価結果を事務局で取りまとめた資料を基に2023年5月22日の取締役会で議論を行った。

＜2021年度の評価において指摘された課題に対して2022年度に取り組んだ事項＞

　・経営経験を有する社外取締役候補の選任

　・社外取締役の増員検討（その結果社外取締役比率が50%となった）

　・CEO等の後継者計画の概要を策定

＜プライム上場会社の水準を満たしていると評価された主な項目＞

　・審議時間の拡大、適切な開催頻度、資料の事前配布が行われていること

　・社外役員連絡会を通じた情報収集と理解が得られていること

　・グループ経営監査室、各種委員会からの適時適切な報告が行われていること

　・自由闊達な議論が行われていること

　・指名・報酬等ガバナンス委員会が十分に機能していること

　・ガバナンス関連の必要な情報を入手できる環境が整備されていること

＜プライム上場会社の水準を下回ると評価された主な項目＞

　・社外取締役が過半数ではないこと

　・経営戦略、計画に関する議論を一層充実させること

　・人的資本、人財育成の展望と経営戦略との関連を十分に議論すること

　・ステークホルダーとの関わりを一層強化すること

今回の評価結果を踏まえ、2023年度において、「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」を検討していく中で

　①経営戦略・計画の議論の一層の充実

　②人的資本、人財育成の展望と経営戦略との関連に関する十分な議論

　③ステークホルダーとの関わりの一層の強化

の3項目の改善に取り組んでいく予定です。

【補充原則4-14-2　取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

　当社は、取締役・監査役が期待される役割・責務を適切に果たせるように、当社事業や財務の現況をはじめ様々な情報を積極的に提供します。
また、必要に応じて業界やガバナンスに関わる諸制度やルール等に関する情報を提供するとともに、研修等の機会を提供します。

【原則5-1　株主との建設的な対話に関する方針】

　当社の株主との対話に関する基本的な考え方については、本報告書「I.1.基本的な考え方（５）株主との対話」をご参照ください。

株主・投資家からの対話（面談）の申込みに対しては、IR担当部署にて対応します。また、スケジュールの都合がつく場合は、取締役や経営陣幹
部又は監査役が前向きに対応します。メールや電話での問合せに関しては、ＩＲ担当部署による口頭や文書による回答若しくは株主の主な関心事
項に対しホームページへの掲載等で対応します。株主・投資家との建設的な対話を促進するための体制整備・取組みに関する方針は以下のとお
りです。

　(i)　情報取扱責任者として高良恭志コーポレートコミュニケーション部長を東京証券取引所に届け出ています。

　(ii)　対話の窓口として代表取締役社長直轄のコーポレートコミュニケーション部を設置するとともに、建設的な対話が実現するように

　　　 グループ財務部、グループ総務部、グループサステナビリティ推進室等と連携し、協力する体制を整えています。

　(iii) アナリスト・投資家向け説明会のほか、できる限り株主の平等性・公平性を確保する観点から、英語版を含め、わかり易いＩＲ資料を作成し

　　　 ホームページへ掲載しています。

　(iv)　株主・投資家との対話において把握された意見・懸念等については、広報・IRグループが取りまとめ、定期的に経営陣にフィードバック

　　　 する体制を整えています。

　(v)　「インサイダー取引管理規程」を整備し、社内への周知を行ってインサイダー情報の管理の徹底を図っています。また、重要情報の取扱者は

　　　 最小限に限定して重要情報の管理に万全を期すとともに、対話に当たっては複数者による対応を徹底し、相互監視によりインサイダー

　　　 情報が外部に流出することの無いような体制を取っています。

　株主・投資家との対話の中で、資本コストとも関連する薬価制度、市場動向、米国事業及び新規事業が主な関心事項として取り上げられること
が多く、株主・投資家からの意見を含む対話の内容はIR担当部署から経営陣に報告がなされ、適宜取締役会やグループ戦略会議等における経
営に関する議論の中で参考にしています。また、株主・投資家との建設的な対話を促進するための体制については、「V.その他 2.その他コーポ

レート・ガバナンス体制等に関する事項」をご参照ください。

【原則5-2　経営戦略や経営計画の策定・公表】

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】【英文開示有り】

　東京証券取引所から2023年3月31日付で通知された「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について」を2023年4月24日の当社
取締役会において確認した後、対応策に関してプロジェクトを立ち上げ、「事業ポートフォリオと資本政策の見直しに関する対応基本方針」を策定



し、2024年1月16日の当社取締役会において決議されました。当社ホームページに掲載しています。

https://fs2.magicalir.net/tdnet/2024/4887/20240116515725.pdf

https://pdf.irpocket.com/C4887/ZoWa/Jdfs/MhK5.pdf

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6,463,800 14.76

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,841,000 6.48

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE SILCHESTER INTERNATIONAL INVESTORS INTERNATION

AL VALUE EQUITY TRUST
2,407,800 5.49

NORTHERN TRUST CO. (AVFC)　RE U.S. TAX EXEMPTED PENTION FUNDS 1,385,825 3.16

澤井　光郎 1,057,200 2.41

サワケン株式会社 994,000 2.26

澤井　健造 854,000 1.95

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE NON TREATY CLIENTS ACCOUNT 809,600 1.84

株式会社三井住友銀行 650,000 1.48

澤井光郎株式会社 645,000 1.47

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

（注）

１．上記「大株主の状況」は、2023年3月31日現在のものです。

２．澤井健造氏の株式については、株式の管理を目的とする信託契約を締結しております。

　　当該株式に関する株主名簿上の名義は「特定有価証券信託受託者株式会社SMBC信託銀行」であります。

　　その他については、株主名簿の記載どおりに記載しております。

３．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　6,463,800株

　　　　株式会社日本カストディ銀行（信託口）　　　　　　　　2,841,000株

４．2022年12月6日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社

　　及びその共同保有者である日興アセットマネジメント株式会社が2022年11月30日現在で2,195,000株（5.01%）の株式を

　　所有している旨が記載されているものの、当社として2023年3月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、

　　上記大株主の状況には含めておりません。

５．2023年3月10日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）No.6において、シルチェスター・インターナショナル・

　　インベスターズ・エルエルピー（Silchester International Investors LLP）が2023年3月9日現在で4,936,800株（11.27%）の株式を

　　所有している旨が記載されているものの、当社として2023年3月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、

　　上記大株主の状況には含めておりません。

６．上記のほか当社保有の当社株式336株があります。



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 医薬品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

小原　正敏 弁護士

東堂　なをみ その他

三津家　正之 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

小原　正敏 ○

きっかわ法律事務所パートナー

澁谷工業株式会社社外監査役

アツギ株式会社社外取締役

　小原正敏氏は、沢井製薬の社外取締役とし
ての在任を除いては、現在又は過去において
当社グループの役職員、主要な株主又は出資
先、主要な取引先、多額の金銭その他の財産
を得ているコンサルタント、会計専門家又は法
律専門家でなく、また、これらの出身でもなく近
親者にも該当せず、一般株主と利益相反が生
じるおそれがないと考えております。

　また、同氏は、弁護士活動を通じて幅広い法
律的知識を有しているほか、他社の社外取締
役としての経験を有しているため、独立した立
場からの有用な助言と判断が期待でき、取締
役会の監督機能の強化及び透明性の向上に
繋がるものと判断しております。なお、同氏は2
022年4月から2023年3月までに開催された取
締役会13回中13回出席し、社外取締役として
毎回報告事項や決議事項について適宜質問す
るとともに、社外の立場から意見を述べており
ます。

　以上を勘案し、当社の社外取締役及び独立
役員として選任しております。

東堂　なをみ ○

大阪大学医学部附属病院ほか複数の病

院勤務を経た後、大阪鉄商健康保険組合

健康管理室に勤務。

日本医師会認定産業医資格を保有。

　東堂なをみ氏は、沢井製薬の社外取締役とし
ての在任を除いては、現在又は過去において
当社グループの役職員、主要な株主又は出資
先、主要な取引先、多額の金銭その他の財産
を得ているコンサルタント、会計専門家又は法
律専門家でなく、また、これらの出身でもなく近
親者にも該当せず、一般株主と利益相反が生
じるおそれがないと考えております。

　また、同氏は、医師としての豊富な専門知識・
経験等を有しているため、独立した立場からの
有用な助言と判断が期待でき、取締役会の監
督機能の強化及び透明性の向上に繋がるもの
と判断しております。なお、同氏は2022年4月か
ら2023年3月までに開催された取締役会13回
中13回出席し、社外取締役として毎回報告事
項や決議事項について適宜質問するとともに、
社外の立場から意見を述べております。

　以上を勘案し、当社の社外取締役及び独立
役員として選任しております。

三津家　正之 ○ －

　三津家正之氏は、現在又は過去において当
社グループの役職員、主要な株主又は出資
先、主要な取引先、多額の金銭その他の財産
を得ているコンサルタント、会計専門家又は法
律専門家でなく、また、これらの出身でもなく近
親者にも該当せず、一般株主と利益相反が生
じるおそれがないと考えております。

　また、同氏は、日本有数の医療用医薬品製
造販売会社の経営トップの経験者として、非常
に豊富な専門知識や経験を有しており、独立し
た立場からの有用な助言と判断が期待でき、
取締役会の監督機能の強化及び透明性の向
上に繋がるものと判断しております。

　以上を勘案し、当社の社外取締役及び独立
役員として選任しております。なお、同氏は202
3年6月開催の株主総会において就任したた
め、2022年4月から2023年3月までに開催され
た取締役会への出席状況については対象外と
しております。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬等ガバナ
ンス委員会

4 0 1 3 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬等ガバナ
ンス委員会

4 0 1 3 0 0
社外取
締役

補足説明

　当社の指名・報酬等ガバナンス委員会は、指名委員会と報酬委員会の双方の機能 を担っており、その委員は

取締役会の決議により選定された取締役により構成されています。

　委員会の委員長は、社内規程により委員の互選により、筆頭独立社外取締役である小原正敏氏が務めています。

また、委員会で審議を行う事項と特別の利害関係を有する委員は、その決議に加わることができないことも要件にしています。

　委員会の決議は、議決に加わることができる委員の過半数が出席し、出席委員の過半数をもって行うこととしています。

　委員会では、ジェ ンダー等の多様性やスキルの観点を含め、経営陣幹部の選任・解任、最高経営責任者（CEO）等の選定・解職、

最高経営責任者（CEO）等の後継者計画及び経営陣幹部・執行役員の報酬並びにこれらの基本方針、規則及び手続等を主な

審議対象とし、その審議結果を取締役会へ答申を行うこととしています。

また、取締役会は、委員会から受けた助言・提言を十分に尊重することを定めています。

　2022年度は委員会を8回開催し、2023年6月開催の株主総会後に就任した委員を除く委員3名の出席率は100％でした。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　当社では、監査役会規則、監査役監査基準、内部監査規程を整備し、監査役会、グループ経営監査室及び会計監査人との連携を図り監査役機
能の強化を図ります。

　常勤監査役は監査役会議長を務めており、取締役会やグループ戦略会議その他の重要な会議にも出席し、重要な決裁書類等の閲覧、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況の調査を行うとともに、監査役会に報告を行うことにより社外監査役との情報共有・連携・協力を図
ります。また、常勤監査役は定例的に代表取締役と対話の機会を設けて意思疎通に努めるとともに、子会社の取締役等との情報交換を図り事業
の報告を受けます。なお、常勤監査役の坪倉忠男氏は、当社グループの中核会社である沢井製薬の経営管理部門・総務部門の責任者を務めて
おりました。常勤監査役とグループ経営監査室長は、「財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体制に関する内閣府令」
に基づく内部統制の整備及び運用状況、業務監査、テーマ監査等に関する情報交換を都度行うほか、グループ経営監査室が作成する内部監査
報告書は常勤監査役へも回付され、その内容は常勤監査役から監査役会に報告されます。また、監査役が監査に専念できるよう、監査役の事務
を一部グループ経営監査室のメンバーが補助することにより監査役の機能強化を図ります。この場合において、当該補助者は、取締役の指揮命
令・監督下から独立し、監査役に属して補助業務を遂行します。

　監査役は主に業務監査（「業務の適性を確保するための体制」の整備・運用状況の監査）、会計監査人は主に会計監査の役割分担を行って監
査効率の向上を図りますが、相互に情報交換及び意見交換を行って監査に遺漏なきよう努めます。また、監査役は定期的に監査基本計画の説
明、監査概要報告を受けるほか、内部統制の評価及び実地たな卸、その他往査の立会等を会計監査人と協働あるいは連携して行います。その
ほか、監査部門（監査役会及びグループ経営監査室並びに会計監査人）による事業所監査等を通じて監査の実効性の確保並びに全社における
徹底を目指しております。

　各監査部門は、内部統制を推進する各部門から情報収集及び意見交換を行って、内部統制の整備状況や運用状況を評価するとともに、必要に
応じて内部統制委員会に対する報告、意見勧告等を通じて内部統制レベルの向上を図ります。



社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

友廣　隆宣 弁護士

平野　潤一 税理士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

友廣　隆宣 ○
神戸海都法律事務所パートナー

極東開発工業株式会社　社外取締役

　友廣隆宣氏は、沢井製薬の社外監査役とし
ての在任を除いては、現在又は過去において
当社グループの役職員、主要な株主又は出資
先、主要な取引先、多額の金銭その他の財産
を得ているコンサルタント、会計専門家又は法
律専門家でなく、また、これらの出身でもなく近
親者にも該当せず、一般株主と利益相反が生
じるおそれがないと考えております。

　また、同氏は、法律事務所パートナーとして、
弁護士活動を通じた豊富な法律的専門知識と
事務所経営の経験があるため、独立した立場
からの有用な助言や監査が期待でき、社外監
査役としての役割を適切に遂行できるものと判
断しております。なお、同氏は、2022年4月から
2023年3月までに開催された監査役会13回す
べてに出席するとともに、取締役会13回すべて
に出席し、社外監査役として毎回報告事項や
決議事項について適宜質問するとともに、社外
の立場から意見を述べております。

　以上を勘案し、当社の社外監査役及び独立
役員として選任しております。



平野　潤一 ○
平野潤一税理士事務所代表

三輪運輸工業株式会社社外監査役

　平野潤一氏は、沢井製薬の社外監査役とし
ての在任を除いては、現在又は過去において
当社グループの役職員、主要な株主又は出資
先、主要な取引先、多額の金銭その他の財産
を得ているコンサルタント、会計専門家又は法
律専門家でなく、また、これらの出身でもなく近
親者にも該当せず、一般株主と利益相反が生
じるおそれがないと考えております。

　また、同氏は、税理士事務所を開業し、税理
士活動及び前職の国税局勤務や税務署長歴
任を通じた税務・財務・会計に関する相当程度
の知見があるほか他社の社外監査役としての
経験を有しており、独立した立場からの有用な
助言や監査が期待でき、社外監査役としての
役割を適切に遂行できるものと判断しておりま
す。なお、同氏は、2022年4月から2023年3月ま
でに開催された監査役会13回すべてに出席す
るとともに、取締役会13回すべてに出席し、社
外監査役として毎回報告事項や決議事項につ
いて適宜質問するとともに、社外の立場から意
見を述べております。

　以上を勘案し、当社の社外監査役及び独立
役員として選任しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

当社の社外役員は全員、独立役員の資格を満たしており、すべて独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

　取締役の報酬の概要は次のとおりです。

　　・当社は、取締役（社外取締役を除く）の報酬の構成要素として、基本報酬（固定報酬）のほか、業績連動報酬（賞与）及び中長期的な

　　　インセンティブとしてストックオプション（新株予約権）で構成する。なお、社外取締役は、固定報酬のみとしております。

　　・基本報酬と業績連動報酬の割合は、概ね３：１を目安とする。

　　・ストックオプションは、役位及び在職年数をベースに、別途定めた内規に従い、総報酬額の10%以上を目安とする。

　　・業績連動報酬に係る指標として業績評価指標と担当部門評価指標の二種類を採用する。

　　・業績評価指標としては、営業利益から当社グループが定める非経常的な要因による損益を除外した「コア営業利益」をベースとして、

　　　これから研究開発費等投資的な経費を差し引く前の利益を「投資的経費差引前コア営業利益」として採用する。

　　・担当部門評価指標は、当社の各事業年度目標と整合性を持った取締役ごとの指標で、担当分野に関する年度目標の達成度に応じた

　　　評価指標とする。

　　・代表取締役は、業績評価指標のみとし、担当部門を有するその他の取締役に関しては、役位に応じてこの二つの指標の達成度に応じて、

　　　予め内規で定められた算定ルールに従って各事業年度終了後に決定する。

　　・業績連動報酬の額の決定は、役職ごとに予め定めた基準額をベースに、原則として、上記業績評価指標の達成度に応じ、事前に定めた

　　　算定式に従い算出する。ただし、担当部門を有する取締役については、業績評価指標と担当部門評価目標の達成度の双方を加味して

　　　決定する。

　　・役職ごとの役員の報酬等の額は、上場会社の役員報酬に関する調査機関のデータを参考にしつつ、当社の役職ごとの報酬の基準額を

　　　決定する。また、全体としてその総額の基準額とその構成が、当社の中長期的且つ持続的な企業価値向上に資する役員への

　　　インセンティブとなること、当社の経営陣として優秀な人材の確保ができること、過度なリスクテイクを抑制すること、にそったものと

　　　なるような報酬体系とする。

　　　なお、上記の指標を採用した理由は、業績評価指標に関しては、これが企業価値向上への貢献をより的確に反映する指標であると

　　　判断したことによるものです。また、代表取締役以外の担当部門を有する取締役に関しては、定量的な評価項目だけでなく、事業年度

　　　ごとに定性的な評価を含めた担当部門の評価目標を設定し、その達成度も合わせて評価することが望ましいと判断しております。

　　　なお、この定性的な評価には、リスクマネジメントやコンプライアンス等ESGに関する取組みが含まれています。また、この決定方針は、

　　　社外取締役が過半数を占める指名・報酬等ガバナンス委員会において取締役の報酬に関する事項を審議した後、取締役会への

　　　答申を行い、決定しております。



ストックオプションの付与対象者 社内取締役、子会社の取締役、その他

該当項目に関する補足説明

　ストックオプション付与は、当社及びグループ会社の取締役（社外取締役を除く）及び執行役員が株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有
することにより、株主様を重視した経営を一層推進するとともに、中長期的な企業価値向上に向けた貢献意欲と士気を一層高めるとことを目的とし
ております。

当社の取締役（社外取締役を除く）に対するストックオプションとしての新株予約権の概要は以下のとおりです。

１．新株予約権の目的である株式の種類及び数

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各事業年度に係る定時株主総会の日から１年以内の日に割り当てる新株予約権を
行使することにより交付を受けることができる株式の総数は、60,000株を上限とする。

　各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という）は200株とし、付与株式数が調整された場合には、交付する株式の総数につ
き、調整後の付与株式数に下記２．の新株予約権の上限数を乗じた数を上限とする。

２．新株予約権の総数

　取締役（社外取締役を除く）に対して割り当てる新株予約権の総数300個を、各事業年度に係る定時株主総会の日から１年以内の日に割り当て
る新株予約権の数の上限とする。

３．新株予約権の払込金額

　新株予約権１個当たりの払込金額は、新株予約権の割当てに際してブラック・ショールズ・モデル等の公正な算定方式により算定された新株予
約権の公正価格を基準として取締役会において定める額とする。

４．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの行
使価額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

５．新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、当社及び当社子会社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日以降、新株予約権を行使できるものとす
るほか、新株予約権の行使の条件については、取締役会において定める。

６．その他の事項

　新株予約権に関するその他の事項については、取締役会決議により決定する。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2022年度（2022年4月から2023年3月）に取締役（社外取締役2名を除く）4名に報酬として総額292百万円を支給しました。

本報酬額の内訳は、固定報酬153百万円、業績連動報酬55百万円、ストックオプション84百万円です。

社外取締役及び社外監査役4名に報酬として総額30百万円を、監査役（社外監査役を除く）1名に総額17百万円を支給しました。

報酬等の総額が1億円以上になることが見込まれる取締役又は監査役は存在しないため、開示の対象外としております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役（社外取締役を除く）の報酬は、基本報酬（固定報酬）のほか、業績連動報酬（賞与）及び中長期的なインセンティブとしてストックオプショ
ン（新株予約権））で構成しております。

そのうち、各取締役の業績連動報酬の額につきましては、指名・報酬等ガバナンス委員会を開催し、各取締役（社外取締役を除く）の成果の評価
を行い、その結果と業績を反映した業績連動報酬としての賞与支給に関する審議を行い、その審議結果を取締役会に答申し、最終決定を行いま
す。

　なお、取締役の報酬限度額は、年額670百万円以内（うち、社外取締役分は100百万円以内。また、使用人兼取締役の使用人部分の給与は含ま
ない。）と定めております。取締役（社外取締役を除く）に対するストックオプションとして新株予約権（年額100百万円以内）を割り当てます。その概
要は、本報告書の「【インセンティブ関係】ストックオプションの付与対象者の該当項目に関する補足説明」をご参照ください。また、監査役の報酬限
度額も、年額50百万円以内と定めております。



　当社は、取締役の報酬に関するマーケット動向、当社の業績動向、物価動向等を総合的に考慮して、原則として３年毎に取締役の報酬額を含む
制度設計全体を見直すことを定めております。　

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

【社外取締役のサポート体制】

　社外取締役が職務を遂行するに当たって調査費等費用を必要とする場合は、合理的な範囲内で当社に対する費用請求権を認めているほか、
職務に専念できるよう社外取締役の事務を一部グループ総務部のメンバーが補助することにより、情報共有及び社外取締役の監督機能の強化を
図っております。

【社外監査役のサポート体制】

　常勤監査役が、監査役会と取締役会及び会計監査人との窓口となるほか、社内関連部門からの報告及び当該関連部門への情報伝達も常勤監
査役を経由して行うなど、各社外監査役の監査業務が効率的となるような体制を定めております。また、常勤監査役が、各社外監査役からの意
見・報告等を取りまとめ、監査役会の議案作成、その他監査役会の円滑な運営を行う体制を採っております。その他、社外監査役が監査に当たっ
て調査費等費用を必要とする場合は、合理的な範囲内で当社に対する費用請求権を認めているほか、監査に専念できるよう、社外監査役の事務
を一部グループ経営監査室のメンバーが補助することにより、情報共有及び社外監査役の監督・監査機能の強化も図っております。

【その他】

　社外取締役、社外監査役及び常勤監査役から構成される「社外役員連絡会」を原則として月1回開催し、意見交換や情報交換を行っております。
また、社外取締役及び社外監査役を含む取締役会参加者全員に対して、取締役会事務局（グループサステナビリティ推進室）から資料の事前送
付及び必要に応じて事前説明を行い、取締役会における審議の充実を図っております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

澤井　弘行
当社の最高顧
問

会社の経営上重要な事項につい
て取締役会からの諮問に応じ、又
は自主的に意見を述べる。

【勤務形態】非常勤

【報酬】有
2020/06/23

原則1年。ただし、

必要に応じて更新

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

　当社の最高顧問である澤井弘行氏は、当社グループの中核子会社である沢井製薬に1963年4月に入社以降、同社の発展に多大な貢献を行っ
たほか、ジェネリック医薬品業界に精通した豊富な知見を活かし、当社経営陣の求めに応じ助言又は自主的に意見を述べております。ただし、同
氏は、当社及び沢井製薬の取締役会並びにグループ戦略会議その他の会議体における当社の意思決定に関する権限は有しておりません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社における企業統治は、取締役5名（うち、社外取締役3名）、監査役3名（うち、社外監査役2名）の体制であり、監査役会設置会社制度を採用
しております。また、経営の意思決定機能と業務執行機能を分離し、経営戦略に基づく業務執行機能の強化及び効率化を図るとともに、業務執行
責任を明確化するために執行役員制度を採用しております。概要図につきましては、本報告書最終ページにお示ししております。

　取締役会は、3か月に1回以上開催することにしております。2022年度は取締役会を13回開催し、取締役の出席率 は100%（うち、社外取締役の

出席率は100%）、監査役の出席率は100%でした。また、3か月に1回以上開催するグループ戦略会議では、取締役会に付議する重要事項に関する
審議や取締役会で決議された事項の執行方針を協議・決定するほか、グループ各社の事業計画の毎四半期の進捗管理を行います。その他、重
要な投資案件並びに年間投資予算について、客観的・合理的かつ慎重な審議を行うためにグループ投資委員会を随時開催するほか、当社グ
ループ全体のガバナンス体制の構築・維持・改善を図るためグループガバナンス会議を開催します。グループガバナンス会議は、リスク・コンプラ
イアンス・サステナビリティ・情報セキュリティに関する各種専門委員会により構成され、取締役会は各委員会から定期的に報告を受けるとともに
適宜指示を行うことにより、企業価値の毀損を防ぐ体制を整備しています。また、当該4委員会は、いずれも取締役、執行役員のほか管理職以上
のメンバーで構成 され、少なくとも2名以上の女性委員が参画しております。

　監査役監査の組織としては、監査役3名（常勤監査役1名、社外監査役2名）が監査役会を構成し、会社法第390条第2項に定める職務を行う体制
としており、監査方針及び監査計画、内部統制システムの整備・運用状況、会計監査人の監査の方法及び結果の相当性、監査報告書、監査環境
の整備等を主な検討事項としております。2022年度は監査役会を13回開催し、社外監査役を含む監査役の出席率は100%でした。監査役会として
は、定期的に代表取締役や社外取締役との対話の機会を設け意思疎通に努めるとともに、会計監査人から監査計画や監査報告等について報告
を受け必要に応じて説明を求めております。

　監査役は取締役会に出席し、客観的視点に立って必要な意見を述べます。また、監査役は、グループ経営監査室及び会計監査人と情報交換を
行い、監査状況の調査報告を受けるとともに、自ら調査を行い、監査報告を作成します。その他、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合
に備え、補欠の監査役を2名選任しております（社内・社外各1名）。なお、当社の監査役は5名以内とする旨を定款で定めております。

　当社の内部監査の組織は、業務執行部門から独立した代表取締役社長直轄のグループ経営監査室を設置し、監査計画に基づく監査の実施並



びに「財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体制に関する内閣府令」に基づく内部統制システムの整備及び運用状況
の監査と評価を行います。グループ経営監査室は、監査と評価の結果、その他取締役会の監督機能の発揮に有用な情報について、代表取締役
社長に定期的に報告するとともに、少なくとも年１回取締役会に直接報告を行っており、グループ経営監査室を活用した取締役会による監督が図
られています。なお、グループ経営監査室のメンバーは6名体制をとっております。

　取締役会、監査役会、グループ戦略会議等各種会議体の活性化による機動性の発揮に努めるとともに、当社グループの子会社との合同会議を
運営することで情報の共有化等を図ってまいります。

　当社の会計監査人は、有限責任あずさ監査法人が担当しております。継続監査期間は、沢井製薬との通算で29年です。同社が新規上場した際
に提出した有価証券届出書における監査対象期間より前の期間については調査が著しく困難であったため、実際の継続監査期間は、この期間を
超える可能性があります。当社の会計監査業務を執行した公認会計士 は、同社の指定有限責任社員 業務執行社員　大槻　櫻子氏、同じく指定

有限責任社員 業務執行社員　鈴木　慧史氏の2名であります。また、その補助者は、公認会計士11名、その他21名であります。

　当社の監査役及び監査役会は、当該監査法人に対して評価を行いますが、その評価の内容は、監査法人の品質管理体制、会計監査人として
の職業倫理・独立性・専門性、監査役等とのコミュニケーション、監査報酬の妥当性等であります。当社が会計監査人として当該監査法人を選定し
た理由は、有限責任あずさ監査法人の規模、経験等職務遂行能力及び独立性、内部管理体制等を総合的に検討した結果、適任と判断したため
であります。特に、当社及び在外連結子会社の会計監査を同一のネットワークに属するＫＰＭＧグループとすることで、当社グループの監査が効
果的かつ効率的に行われると判断しております。　

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は
不再任に関する議案の内容を決定します。また、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役
全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において会計
監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

　また、監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査の実施状況、監査計画
及び報酬見積りの相当性などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬額につき会社法第399条第1項の同意を行います。

　企業経営上、日常運営上の諸問題に関し、必要に応じて複数の弁護士その他の専門家から各種アドバイス等を受け、経営判断上の参考とする
ほか、当該諸問題の性質に応じてグループコンプライアンス委員会や内部統制委員会といった委員会に諮る体制としております。当該委員会の
委員長は代表取締役社長とし、関係する取締役及び執行役員等を委員として定めております。

　また、当社は、当社の企業集団としての業務の適正性及び効率性を確保するため、沢井製薬及びUpsher-Smith Laboratories, LLCを含むグルー

プ会社に対して当社グループ共通の企業理念・経営方針の徹底を図るとともに、日常業務遂行上の指導・助言を行います。当社グループの連結
子会社は当社の会計監査人による連結監査上必要な会計監査を受けるほか、グループ経営監査室により定期的に監査を受けます。また、監査
役は取締役の子会社管理に関する職務の執行状況を監視します。

　当社と社外取締役及び監査役は、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任
の限度額は、法令が規定する額としております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社グループの中核事業である医療用医薬品業界並びに社内事情に精通した取締役が、高い倫理観を持って社内各所に目配りをしつつ業務
運営に携わることが経営における効率性と適法性を追求する最善の方策であり、社外取締役及び監査役会による経営の監督が機能する監査役
会設置会社制度が、当社の企業規模や経営の進め方等を総合的に勘案し、最適と考え採用しております。

　社外取締役及び社外監査役には、法律・税務・会計・医療・企業経営といった専門知識及び経験と独立した社外の立場から有用な助言、判断、
監査・監督の機能を期待しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2023年6月27日開催の株主総会招集通知は、法定の招集通知発送期限より4営業日早く
発送しま した。

集中日を回避した株主総会の設定 集中日を回避します。

電磁的方法による議決権の行使
株主総会に出席しない株主が電磁的方法による議決権行使を可能としております。（ス
マートフォンからの議決権行使を含むインターネットによる議決権行使が可能）

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームに参加し、その利用が可能となっており
ます。

招集通知（要約）の英文での提供
株主総会招集通知（要約）の英文での提供を行います。

https://global.sawai.co.jp/upload/pdf/irreport2023060200203.pdf

その他
当社ホームページに定時株主総会の招集通知、決議通知、議決権行使結果を掲載しま
す。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社ホームページに掲載しております。

https://www.sawaigroup.holdings/ir/policy/ir

個人投資家向けに定期的説明会を開催 定期的に個人投資家向け説明会を実施します。 なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

アナリスト・機関投資家向けに、第２四半期及び本決算の年2回、決算説明会
を実施するほか、第１四半期及び第３四半期決算には電話会議を実施しま
す。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
証券会社が国内で開催するIRイベントへの参加又は取材受け入れを行い、
ラージミーティング、スモールミーティング及び個別取材対応を実施するほか、
定期的に海外IRも実施します。

あり

IR資料のホームページ掲載
有価証券報告書、決算短信及び補足資料、統合報告書、株主通信、その他IR
プレゼンテーション資料、プレスリリース、説明会動画などを掲載します。

IRに関する部署（担当者）の設置 広報・IRグループを設置しております。



３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

企業理念に基づく、「行動基準」をステークホルダーごとに制定。

「企業理念」「行動基準」の浸透を図り、ステークホルダーの方々の期待と信頼に応えられ
るよう努めています。

https://www.sawaigroup.holdings/about/philosophy

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

地球温暖化防止のため、クール・ビズ及びウォーム・ビズの実施、営業車へのハイブリッド
カー導入、エアコン設定温度の変更（夏場28℃、冬場20℃）、照明の減灯・消灯、LED照明
の導入をはじめとする節電などの取組みを推進します。

また、各事業所周辺の清掃活動を定期的に実施し、地域環境美化に努めるほか、国の天
然記念物に指定され、絶滅危惧種となっているイタセンパラの保護活動（外来魚駆除・河
川敷清掃）に参加し、生物多様性の保全に努めます。

グループサステナビリティ委員会を設置し、ESG対応の強化を図ります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「ディスクロージャー・ポリシー」において、情報提供に係る方針等を定めています。

https://www.sawaigroup.holdings/ir/policy/ir

また、「行動基準」で財務・非財務情報の適時適切開示や環境コミュニケーションを含むス
テークホルダーとの建設的な対話と協働に努めることを定めています。

その他、人権・人材育成方針のほか、各種ESG情報等のサステナビリティに関する情報を
当社ホームページに掲載しております。

https://www.sawaigroup.holdings/sustainability

その他

（工場見学）

地域貢献活動の一環として、学生、自治会、PTA、医療機関などのグループを対象に当社
グループの中核会社である沢井製薬の高品質なジェネリック医薬品の製造工程を公開す
る工場見学会を開催しています。

（役員への女性の登用に関する現状）

社外取締役東堂なをみ氏は女性であります。役員（取締役及び監査役）の男女別構成は、
男性7名・女性１名であります（役員のうち女性の比率12.5％）。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について、取締役会において決議しております。その概要は
次のとおりであります。

　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るために、外部環境の変化に適切かつ迅速に対応する意思決定と業務執行のできる
経営体制を構築してまいります。また、公正さと透明性の高い経営を実現していくにあたり、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題の
一つと位置付け、「なによりも健やかな暮らしのために」という企業理念のもと、様々なステークホルダーに対して取るべき行動基準や各種社内規
程に基づく企業活動を進めてまいります。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　i役職員挙げて「グループ企業理念」及び「グループ行動基準」に基づく業務運営に努めるとともに、法令及び社内規程の遵守を徹底する。

　　ii 指名・報酬等ガバナンス委員会を設置し、取締役会の機能の独立性、客観性及び説明責任の強化に努める。

　　iii グループコンプライアンス委員会を設置し、役職員に対する教育・啓発活動等を実施するほか、当社グループ全体のコンプライアンス

　　　意識の向上に努める。

　　iv 「企業倫理ヘルプライン規程」の適正な運用を図り、法令等への違反行為による不祥事の防止及び早期発見、是正等を行う。

　　v 社長直轄のグループ経営監査室が内部監査を実施する。また、監査役は取締役の職務の執行を監査する。

　　vi 社内外に対する、一貫した信頼のおける会社情報の適時・適切な開示に努める。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　i 「文書管理規程」に基づき、法令上保存を義務付けられている文書及び重要な会議の議事録、重要事項に係る稟議書、重要な契約書

　　　その他の規程上保存すべき取締役の職務の執行に係る情報（電磁的記録を含む）を、定められた保存年限に基づき適正に保存する。

　　ii 「インサイダー取引管理規程」及び「情報セキュリティ管理規程」に基づき、職務上知り得た重要事実及び重要情報の管理に万全を期すと

　　　ともに、特定個人情報及び個人情報については「特定個人情報保護規程」及び「個人情報保護規程」に基づきその保護に努める。

　　iii グループ情報セキュリティ委員会を設置し、情報資産に対する脅威及び脆弱性を踏まえたリスク分析、対策の実施、モニタリング

　　　及び改善を行うとともにグループ全体の情報セキュリティマネジメントの円滑な遂行を図る。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　i グループリスクマネジメント委員会を設置し、リスクマネジメントの統括を行うとともに、その進捗管理及び評価を行い、継続的改善を図る。

　　　また、経営に影響を与えるリスクを洗い出し重要リスクを特定するとともに、各担当部門は各重要リスクについて対策を講じる。

　　ii グループ会社の製品やサービスの品質及び安全性に関しては、「グループ品質方針」及び「グループ安全性方針」に基づき、効果的かつ

　　　適切な業務の遂行を行う。

　　iii 緊急事態に対するリスクの管理に関しては、「危機管理規程」「災害ＢＣＰ（事業継続計画）」等に基づき、危機発生時の被害の最小化及び

　　　早期の事業活動回復を図る。

　　iv 財務報告に係るリスクに関しては、内部統制委員会において問題提起・方針決定を行い、各部門プロセスオーナーの内部統制に係る

　　　整備・運用の統括を行うとともに、グループ経営監査室がその評価を行う。

　　v 正々堂々とした業務運営、不明朗取引の排除を徹底するとともに、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に

　　　対しては警察等関係行政機関及び顧問弁護士等と連携し、毅然とした態度で臨む。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　i 経営の意思決定機能と業務執行機能を分離し、意思決定の迅速化・効率化を図るため、執行役員制度を導入する。

　　ii 取締役会は3か月に１回以上開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、法令・定款に定める事項や経営に関する重要事項を決定すると

　　　ともに、業務執行の監督を行う。また、グループ戦略会議を3か月に1回以上開催し、重要事項に関する執行方針を審議する。

　　iii 中期経営計画に基づくグループ各社の事業計画を策定し、取締役・執行役員を中心に構成されるグループ戦略会議において

　　　 その進捗管理を行う。

　　iv 「業務分掌規程」及び「職務権限規程」を定め権限と責任を明確にするとともに、稟議制度を採用し、意思決定プロセスの明確化・

　　　　迅速化を図る。

　　v 経営上の諸問題に関し、必要に応じて弁護士その他の専門家から各種アドバイス等を受け、経営判断上の参考とする。

５．当社グループ（当社及び子会社から成る企業集団）における業務の適正を確保するための体制

　　i　グループサステナビリティ委員会を設置し、サステナビリティを巡る課題に対する取り組み事項についてグループガバナンス会議

　　　又は取締役会へ提言又は報告するほか、グループガバナンス会議又は取締役会からのサステナビリティに関する諮問事項に

　　　対する審議・報告を行う。

　　ii 子会社の自主責任経営を尊重しつつも、当社グループとしての業務の適正性を確保するために、グループ各社に対し、当社の「グループ

　　　企業理念」及び「グループ行動基準」の周知徹底を図る。また、「グループポリシー管理規程」に基づき、準拠すべき基本的な精神・姿勢を

　　　示すグループポリシーの整備・運用を図り、当社グループとしての一体感醸成に努める。

　　iii 子会社の経営管理については、「関係会社管理規程」に基づき、子会社から定期的及び適時に必要な報告を受け経営実態を把握すると

　　　ともに、必要な助言及び指導を行う。

　　iv グループ経営監査室は、定期的に子会社監査を実施する。

　　v 監査役は、子会社の情報収集に努め、取締役の子会社管理に関する職務の執行状況を監視する。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の

　　実効性の確保に関する事項

　　i 監査役が補助使用人を求めた場合、グループ経営監査室のメンバーが兼務して対応する。

　　ii 監査役から指示された補助使用人としての業務については、取締役の指揮命令系統からは独立し、監査役に属するものとする。

　　iii 補助使用人に対する監査役の必要な指揮命令権が不当に制限されていると認められる場合には、監査役は取締役会に対して必要な

　　　要請を行う。

７．当社及び子会社の取締役及び使用人等が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制並びに報告をしたことを

　　理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　　i 監査役は、取締役会のほか重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、重要な会議に出席する。



　　ii 監査役は、業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて当社グループの役職員に対しその説明を求めることができる。

　　iii 取締役は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちに監査役に報告する。

　　iv 取締役の不正行為の通報は、当社グループの役職員から監査役に行うものとし、通報者が不利な取扱いを受けないようにする。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　i グループ経営監査室は、内部監査の計画及び結果について適時に監査役に報告するなど、効率的な監査役監査に資するよう、監査役と

　　　緊密な連携を保つものとする。

　　ii 監査役は、会計監査人との定期的な打合せを通じて、会計監査人の監査活動の把握と情報交換を図るとともに、会計監査人の監査への

　　　立会や監査講評への出席等を行い、監査活動の効率化と質的向上を図る。

　　iii 監査役が職務の執行上必要と認める費用については、請求により会社は速やかに支払うものとする。

当社の内部統制システムの運用状況 の概要は以下のとおりです。

　１．グループガバナンス会議を事業年度末に開催し、「業務の適正を確保するための基本方針」その他ガバナンスに関する当社グループの

　　　基本方針及びこれらの方針に基づく当事業年度における運用状況の確認及び審議を行うとともに、取締役会に対する報告・提言を

　　　 2023年4月に実施いたしました。

　２．グループリスクマネジメント委員会を年2回(6月・12月)開催し、経営に影響を与えるリスクを洗い出し重要リスクの特定を図っております。

　　　6月に沢井製薬生産本部による製造現場におけるリスクマネジメントの研修会を開催し、12月には沢井製薬営業本部による

　　　ロジスティクスやプロモーション等にかかるリスクマネジメントの研修会を開催いたしました。また、取締役会に対して当該委員会活動状況の

　　　報告・提言を2022年12月に実施いたしました。

　３．グループコンプライアンス委員会を4回開催するとともに、役職員を対象に入社時研修や各種の啓発活動を行い、法令遵守や企業倫理の

　　　浸透とコンプライアンス意識の向上を図っております。全社員を対象にeラーニングによる研修を４回実施いたしました。

　　　また、取締役会に対して当該委員会活動状況の報告・提言を2022年11月に実施いたしました。

　

　４．グループ情報セキュリティ委員会を3回開催するとともに、社員教育としてeラーニング3回、全社員向けに標的型メール攻撃訓練を2回、

　　　担当者向け教育として外部講師によるサイバー犯罪の対策講義、外部機関による情報セキュリティアセスメントを実施しました。

　　　また、情報セキュリティ管理・対策が適切に実施されていることの客観的な証明としてグループIT部にてISMS認証を取得しました。

　　　引き続き情報管理の徹底を図ってまいります。なお、取締役会に対して当該委員会活動状況の報告・提言を2022年12月に実施いたしました。

　５．グループサステナビリティ委員会を2回（沢井製薬のサステナビリティ委員会を含めると4回）開催し、マテリアリティやTCFDの審議を

　　　行ったほか、地球環境チーム、社会貢献チーム、ガバナンスチームが行うサステナビリティを巡る課題への対応・取組みを指示・支援

　　　するとともに取締役会に対して当該委員会活動状況の報告・提言を2023年1月に実施いたしました。

　６．品質及び安全性に関する業務を効果的かつ適切に遂行するため、グループポリシーに基づく「グループ品質方針」及び「グループ安全性

　　　方針」を改定し、両方針に基づき業務を行っております。

　７．「危機管理規程」及び「災害ＢＣＰ」に基づき、社員の安否確認等災害を想定した訓練の実施や災害備蓄品を全拠点に備置や新旧の

　　　入替等を実施してきました。新型コロナウイルス感染症対応として、本年度はグループ危機管理本部長より運営方針変更など6回、

　　　グループ危機管理対策事務局より注意喚起として2回、全社員向けに通達を発信し感染予防・感染拡大防止に努めております。

　８．財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性を勘案し、策定した実施計画に基づいた内部統制評価を行っております。また、内部統制

　　　委員会を２回実施し、内部統制レベルの維持・向上を図っております。

　９．取締役会を13回開催し、法令・定款に定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、法令等への適合性及び業務の

　　　適正性の観点から審議しております。また、グループ戦略会議において取締役会に付議する重要事項や、月次の経営成績の分析・対策を

　　　検討しております。

　10．「指名・報酬等ガバナンス委員会」を8回開催し、取締役の選解任、経営陣幹部及び執行役員の報酬に関する事項を審議し、取締役会に

　　　対して助言・提言を行っております。

　11．グループ会社に対して、会議を通じて「企業理念」「行動基準」及び経営方針の徹底を図るとともに、「グループポリシー管理規程」に基づき

　　　グループポリシーの整備・運用を図っております。2022年度は、「Sawai Group Anti Bribery and Corruption Policy」を整備しました。

　12. 監査役は、重要な会議への出席、会計監査人との定期的な会合、グループ経営監査室との連携並びに代表取締役及び社外取締役との

　　　定期的な情報交換等を行うとともに、監査役会を13回開催し、監査方針・監査計画の決定及び内部統制システムの整備・運用状況の

　　　検討等を行いました。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

（考え方）　

　正々堂々とした業務運営、不明朗取引の排除を徹底するとともに、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては警
察等関係行政機関及び弁護士と連携し、毅然とした態度で臨む。

　

（整備状況）

　行動基準に反社会的勢力排除に向けた考え方を規定し、反社会的勢力からの不当要求に対応する体制を整えております。

また、お取引先にも当社の考え方を説明し、契約締結時又は更新時等の機会に「反社会的勢力の排除に関する覚書」の交付を依頼し、当社が

反社会的勢力及び団体との取引を予防しております。

　その他、企業防衛協議会活動に参加して研鑽を行うとともに、社内研修を行って反社会的勢力から防衛するよう努めております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

（基本方針）

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継
続的に確保、向上していくことを可能とするものである必要があると考えております。

　当社の前身であり、当社グループの中核会社である沢井製薬は、1948年の設立以来、「なによりも患者さんのために」という企業理念に基づく医
薬品事業を推進し、健康生活を願う国民の皆様の期待に応えるため、経済性に優れた高品質の医薬品の製造販売を続けることにより、ジェネリッ
ク医薬品メーカーとしての社会的責任を果たしてまいりました。当社の企業価値の源泉は、当社グループの中核事業であるジェネリック医薬品製
造販売業にとって最も重要とされる３つの要素「品質」、「安定供給」、「情報提供」において、他の追随を許さないレベルを維持する経営ノウハウで
あると考えており、医療機関・流通各社からも最高レベルの定評をいただき、毎年多品目の新製品を上市し販売しております。

　当社は、当社株式の大規模買付等であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありま
せん。また、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行なわれるべきものと考えており
ます。しかしながら、株式の大規模買付等の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に
株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大規模買付等の行為について検討しあるいは対象会社
の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすため
に買収者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資するものとは認められないものも少なくありません。当社株式
の買付を行う者が上記の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共
同の利益は毀損されることになります。

　当社としては、当社株式の大規模買付等を行おうとする者が現れた場合には、当該大規模買付者に対して積極的に情報提供を求め、当社取締
役会の意見及び理由をすみやかに開示し、株主の皆様が適切に判断できるよう努めるとともに、必要に応じて会社法その他関係法令の許容する
範囲内において適切な措置を講じてまいります。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

監査役（会）、会計監査人及びグループ経営監査室の連携を維持するとともに、IT関連、決算・財務関連の専門知識及び監査スキルの向上を図り
監査品質を向上させるよう取り組んでまいります。また、当社は、次のような適時開示体制を採っております。

　・情報開示責任者及び情報開示担当者の任命

　・情報開示担当部署（コーポレートコミュニケーション部）の設置

　・「ディスクロージャー・ポリシー」の策定及び遵守

　・「情報セキュリティ管理規程」「内部者取引管理規程」等の整備・充実

　・情報開示責任者への重要情報の伝達経路の整備・充実

　・重要情報の判定及び開示の一本化

　・開示資料の適切なチェック・承認体制の確立

　・経営トップである代表取締役社長の積極的な情報開示への関与

　・適時開示体制を対象とする監査役・グループ経営監査室によるモニタリング体制の整備




